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1. はじめに 
文部科学省は、平成 29 年 2 月 14 日「次期学習指導要領

等の改訂案」1を公表し、小学校段階における英語教育、プログラ
ミング教育の義務化を発表した。新聞 2では「変わる学び」として新
しい教育に期待を寄せる一方「英語評価に教員苦慮」など、既存
教科に加えて新たに始まる教育にどのように対処をするのか、教育
現場の苦悩の声も紹介されていた。山本・他（2015）の整理で
は、小学生のプログラミング教育義務化の動きは、平成 25年 6月
14日「日本再興戦略 JAPAN is BACK」としてアベノミクス「3本
の矢」のひとつとして世界最高水準の IT社会の実現の目標を達成
するために、2010 年代には一人一台の情報端末の推進を実現し、
義務教育段階からのプログラミング教育の必要性が記載された。ま
た、内閣に設置されている高度情報通信ネットワーク社会推進戦
略本部（IT総合戦略本部）では平成 26年 6 月 24日「世界
最先端 IT 国家創造宣言」が改定され、プログラミング教育の必要
性がうたわれたと施策を整理している。直近では、首相官邸で開催
された平成 30年 5月 17日未来投資会議（第 16回）で文部
科学大臣から、「Society 5.0 に向けた人材育成の推進」が提出
され、初等中等教育におけるプログラミング教育の義務化、小中高
を通じた学習指導要領改訂によるプロがミング教育・統計教育の充
実などが提示された。3 
本研究では、急速な社会変化に伴い初等教育段階でのプログ

ラミング教育の必要性が叫ばれる一方、教育現場からは、小学校
教諭に「英語に加えてプログラミング教育まで担当させることは本当
に実現可能なのだろうか」という意見 4があることを受け、民間人の
情報システム人材による、小学校段階におけるプログラミング教育の
支援を、情報処理学会認定技術者（以下：CITP）5の人材を
利活用することで実現できないか検討と、小学校・中学校関係者
のヒアリング結果をまとめたものである。 

 

2. 予想される課題 
次期学習指導要領には、プログラミング教育に関して科目化が

見送られており、教科としての実践は求められていない。算数や理
科に関しては具体的な情報システムを用いた取り組みが記載をされ
ているが、その他の教科に関しては、指導に当たっては、コンピュータ
や情報通信ネットワークを積極的に活用して、情報の収集・整理や、

実践結果の発表などを行うことができるように工夫することという表
現にとどまっている。6プログラミング教育に期待されている、時代を超
えて普遍的に求められるプログラミング的思考を育む教育の実施や、
各小学校の実情に応じプログラミング教育を行う学年や教科を決め、
指導内容を計画・実施してゆくことは、同時に導入される英語と重
なることを考慮すると、プログラミング教育に対する現場の負担は重く、
義務化の実現には工夫が必要である。英語の導入に際しては、高
校・中学で既に取り組まれている外国人指導助手（ALT）7の導
入が検討されているが、プログラミング教育に関しても、外国人指導
助手（ALT）の仕組みと同じように、民間人の情報システム人材
による指導助手（以下：ティーチングアシスト（TA））の仕組み
が構築できないかという仮定で課題を洗い出した。 
小学校におけるプログラミング教育を実現しようした場合、第一に、

授業時間の確保の問題が挙げられる。科目化される英語とは異な
り、既存科目の中でプログラミング的思考とされる実践を行うのであ
れば、総合的な学習の時間に取り扱うのが妥当という指摘が、山
本・他（2015）よりされている。第二に、プログラミング教育を行う
指導人材の養成と確保が必要である。文部科学省の平成 28 年
度の学校基本調査によれば、日本全国の小学校数は20,313 校
であり児童数は 6,483,515 人（男子 3,316,608 人，女子 
3,166,907 人）であり 8、ティーチングアシスト（TA）の整備をし
ようと準備した場合、全国津々浦々にある小学校をカバーできる要
員の確保は課題である。第三に、ティーチングアシスト（TA）を養
成するための指導方法、教材も確立していないため整備の必要が
ある。 

 

3. プログラミング教育を行う指導人材の養成と確保
（ティーチングアシスト（TA）制度） 

 本研究では、予想される課題のうち、民間人の情報システム人材
による、小学校段階におけるプログラミング教育の支援にフォーカスし、
本項では、第二のプログラミング教育を行う指導人材の養成と確保
に関して、外国人指導助手（ALT）制度を先行事例にティーチン
グアシスト（TA）制度の整備は可能かを検討した。小学校におい
ては 2002 年度から、3 年生以上を対象として「総合的な学習の
時間」を用いて国際理解教育の一環として外国語会話を教えるこ
とが可能となっており、教師と英語指導助手（ALT）の指導上の
相互理解や指導行動にどのような影響を与えるのかなど、わが国に



おいても先行研究が進んでいる。菊田・牟田（2001） 英語指
導助手（ALT）9に関しては、昭和 62 年度に開始された制度は、
平成 28 年度の 30 年間に招致国は 4 ヵ国から 40 ヵ国に、参加
者は 848 人から 4,952 人へ規模を広げ、現在は、45 都道府県
と 20 政令指定都市を含む約 1000 の地方公共団体が準備した
受け皿団体で参加者を受け入れている。義務教育における指導者
には教員免許の資格保有など厳しい条件が設けられているが、英
語指導助手（ALT）に関しては、総務省、外務省、文部科学省、
英語指導助手（ALT）推進の外郭団体を整備し、都道府県、
政令都市の取りまとめ団体と連携することで外国語教育のための課
題をクリアしている。 
情報処理学会は民間人の情報システム人材でも高度な技術者

をCITPとして組織化しており、プログラミング教育を支援できる人材
がプールされている。プログラミング教育でも英語同様に、英語指導
助手（ALT）方式に習い、民間人の情報システム人材がティーチ
ングアシスト（TA）として、小学校教諭の支援をすることができない
か、情報処理学会としても文部科学省や都道府県市町村などの
教育委員会関係者と実現可能性について、検討するべきではない
かと考える。 
 

図 1 外国語指導助手 ALT制度方式の仕組み 

 
 

図 2 プログラム教育ティーチングアシスト（TA）制度 
方式の仕組み案 

 
 

4. ティーチングアシスト（TA）を養成するための指導
方法と教材の確立 

 第三の、ティーチングアシスト（TA）を養成するための指導方法
と教材の確立に関しては、外国人指導助手（ALT）制度を先行
事例に、要員を確保する研修方法や研修体制を検討すると共に、
具体的なティーチングアシスト（TA）の指導内容やカリキュラムに
関して検討をする必要がある。ティーチングアシスト（TA）に求めら
れているものは、プログラミング言語の教育であると、情報システムの
専門家は誤解しがちであるが、次期学習指導要領では特定のプロ
グラミング言語の学習を意図するものではないことが明記されており、
プログラミング教育に期待されている、世代を超えて普遍的に求めら
れるプログラミング的思考の習得に向けた活動を、いかに実現するの
かがティーチングアシスト（TA）にも求められる点は注意が必要で
ある。 
 例えば、水谷・岩本（2006）の先行研究によれば、子供たちに
人気のあるロボットを素材としたプログラミング教育では、小学生でも
ひらがなコマンドの使用で制御用プログラムの作成が可能であり、ロ
ボットの制御としてロボットの動作とプログラムの関係を理解させること
が容易であることが明らかとされている。ロボットを題材に学習要素を
分解して検討すると１）アクチュエータや機構に関する機械工学的
要素、２）センサの利用に関する電気工学的要素、３）動作な
どを制御する情報工学的な要素、４）電池などエネルギーに関す
る要素など多岐にわたっており、単純なプログラム言語教育にとどまら
ない、プログラミング的思考の教育実現のヒントが詰まっている。科
学技術に初等教育の段階から興味を持たせる効果という意味で意
義深いと考える。 
本研究では、先行事例研究を通じて、小学生のプログラミング教

育による、論理的な考え方、問題解決能力を得られる指導方法と
教材の確立は可能であると考えている。初等中等教育段階の義
務教育として、プログラミング教育をどのように実現するのかは未知の
部分が多いが、単なるコンピュータのキットや教材の販売に留まらな
い、プログラミング教育の必修化に向けた検討が必要だと考える。 
新たな教育分野ではあるが、情報システムとしてのプログラミングは
既に我が国でも 50 年以上の開発と運用の実績がある。民間人の
情報システム人材の利活用によって、かなりの部分を補完することは
可能だろう。一方で、現状は、小学校では教科化がされず、中学
校では技術の科目の一部として実施され、高校では情報として独
立の教科化がされているが選択する生徒は一部に留まっている。プ
ログラミング教育、統計教育の充実は、IT サービス分野の人工知
能や機械学習の分野で遅れている日本の状況を打破するための
一環であるが、小学校から大学までの情報システムに関わる一貫し
た教育カリキュラムは、日本には存在していない。英国の
Computing at School (CAS) に よ る Computing 
Progression Pathways10のようなカリキュラムの整備を、同時に
進める必要があることは、プログラミング教育の実現に伴う課題であ
る。 

 



図 3  CITP による TA養成実施スキーム案 

 
 

図 4 プログラム教育ティーチングアシスト（TA）制度 
方式の仕組み案 

 
 

5. 活動を通じて得た気づき 
 CITP の人材を利活用することでプログラミング教育の民間人材の
活用を進められるのではないかという検討の一環で、2017 年度、
2018 年度の活動として、小学校・中学校関係者のヒアリングを実
施した。 

2017 年度は、川崎市立千代ヶ丘小学校松岡校長と川崎市
立橘小学校で情報・ICT 担当主任の佐藤譲教諭と意見交換を
行った。川崎市立千代ヶ丘小学校の学校見学をさせていただいた
のち、川崎市の現状と民間人の活用に関する教育現場の意見を
頂いた。松岡校長からは、民間人による教育支援のプログラムがあ
れば歓迎であると意見を頂いた。川崎市は日本電気、富士通など
IT機器メーカーの工場が立地していることから、これまでも教室の IT
機器の提供などで企業と協力してきた歴史がある。人材交流はこれ
までなかったが、CITP の考えるモデルケースが実現した場合、民間
人材の利活用は現実のものになるはずだとコメント頂いた。佐藤教
諭からは、佐藤教諭が視聴覚教科分科会で取り組んでこられた、
プログラミング教育に関する研究会での取り組みをご紹介いただいた。
意見交換をするなかで、小学校教諭の素晴らしい取り組みが、大
学や情報処理学会など情報システムの専門家と連携できていない
ことが課題であるという議論になった。教育学部系の研究と情報シ
ステムなどの理工学系の研究の間にある谷の問題であり、学際研
究と小学校人材の交流に課題があることを認識させられた。松岡校

長からプログラミング教育に関して、教える人材が小学校教員の中
にいないのではないかという CITP の問いかけに関しては、直近で見
れば混乱が生じると思うが、長い目で見た場合あまり心配していな
いという意見をもらった。これは過去の「ゆとり教育」導入時にも同様
の混乱があり、学習指導要領の見直し時に生じることは経験則上、
対処ができているという声だった。例えば、私は、円周率を３で計算
するゆとり教育は、小数点以下３．１４を無視した乱暴な教育
改革という印象を受けていたが、松岡校長によれば、それはマスコミ
報道などによる誤解で、小学校では、なぜ円周率が必要なのかであ
るとか、円の面積をどのように求めるかなどを議論して実験したうえで、
進めていたという。これが考える力を求めたゆとり教育の目指した道
であり、現場で導入時に混乱はあったものの導入後、十年をかけて
小学校教諭の研究会で教育指導が磨かれた結果、効果的な学
習が学校で行われていたという意見だった。そのような過去の実績に
鑑みれば、指導方法に迷いながらも小学校教員の現場力は、まと
める力があるし分科会などを整備することで既に、プログラミング教育
をどのように行うかは、試行がされているとのことだった。実際に佐藤
教諭の進められている教育研究会の資料を後日見せていただく機
会を得たが、よく整理されており、現場の小学校教員の能力を ITの
専門家としてきちんと理解できていないことに気が付かされた。 

2018 年度は、横浜市立日野南中学校で中学校 1 年生の職
業講話で「システムエンジニア」について 150名の中学生に CITP メ
ンバーが技術者としてのキャリアや職業としての魅力などを伝える機
会を得た。赤堀校長と懇談する機会を得て、現在活動しているプロ
グラミング教育支援に関してお話しし意見を聞くことができた。中学
生にとってゲームなどで慣れ親しんでいるシステムエンジニアは興味を
持ってもらえるのではないかと考えていたが、最近の中学生にはコンピ
ュータが興味を持ってもらえないようで、講話後の質疑では、四名中、
システムエンジニアの質問は一名のみの結果だった。そのことを赤堀
校長へ尋ねるとゲームなどでコンピュータに慣れ親しんでいると思うが、
実際にコンピュータを使ってシステム開発するのは想像が中学校 1
年生では分からなかったかもしれない。中学校 3年生では技術の授
業でプログラミング教育を受けているので、もっと違う反応だったので
はないかという意見を頂いた。 
横浜市教育委員会事務局 情報教育担当の高原係長、吉田

主事、同総務部 伊藤係長とも、教育政策を担う現場として、プロ
グラミング教育の民間人材活用に関して、意見交換を行う機会を
得た。横浜市でも川崎市同様に小学校教員による分科会方式に
よる研究活動が行われていることを確認することができた。川崎市と
の違いは、川崎市では義務教育として、どの生徒にも一定の水準で
プログラミング教育を提供することに留意して、学習指導をくみ上げ
ていたのに対し、横浜市では基礎となるプログラミング教育と更に勉
強したいという子供たち向けのアドバンス教育は分けて考えていると
のことだった。どちらが正しいとは言えないが、高度な教育プログラムも
準備する予定の横浜市の取り組みは、私たちの活動でも何か支援



できるのではないかという可能性を感じた。一方で小学校から大学
までの情報システムに関わる一貫した教育カリキュラムは、日本には
存在していない点に関しては、吉田主事からも課題ではないかとい
う意見を得た。高校で情報、中学で技術、小学校でプログラミング
的思考による全教科での展開が、教育指導要領として整備されつ
つあるが、情報の大学受験適用などの改革や、プログラミング教育
の義務化で制度改革が進む高校、小学校に対して、中学校が改
革から取り残されつつあることを課題として挙げられていた。この意見
は、教科の連続性の問題や、技術でプログラミング教育を担当させ
るのが教科として適当なのかなど、これまでの活動で私たちが感じて
いる課題と同じであり、活動の方向性は現場と大きくズレはないのだ
ということを認識することができた。 

 
図 5 プログラミング教育の担当科目（日本） 

 
 

図 6 プログラミング教育の担当科目（英国）11,12 

 
 

6. まとめ 
本研究では、小学生におけるプログラミング教育には、大きく三つ

の課題があり、授業時間の確保を除くプログラミング教育の指導者
数の確保と、プログラミング教育の指導者養成の指導方法と教材の
開発に関しては、民間人の情報システム人材を利活用することで、
解決策の検討が可能であることを示した。既に実現している外国人
指導助手（ALT）制度を先行事例として研究することで、外国人

を民間人の情報システム人材と置き換え、ティーチングアシスト
（TA）制度の実現可能性の検討をすることで、小学校の教育現
場で危惧されている「プログラミング教育を果たして現場で展開する
ことができるのか」という課題に対してひとつの解を示すことができる。
本研究を進める中で、初等中等教育のプログラミング教育の検討
の状況は、専門家の間でも意見が分かれていることを確認すること
ができた。小学生段階からプログラミングをプログラミング言語として
親しませるべきだという意見や、プログラミングを単なる言語教育では
なく、論理的な思考やプログラミング的思考を身に着けることで、考
える力を伸ばすことを目的とするべきだという意見など、様々な研究
成果をエビデンスとして活発な意見が成されている。 
小学校段階におけるプログラミング教育の支援を、CITP 人材を

利活用することで実現できないかを検討する中で、「小学校から大
学までの情報システムに関わる一貫した教育カリキュラムが整備され
ていない点」を、これまで課題として挙げてきたが、中学校・小学校
教諭、教育委員会の職員の方とのヒアリングを通じ、誰がプログラミ
ング教育を教えるのかという課題に加え、プログラミング教育が小中
高大の各学校の科目で異なることが原因で、学習指導を一貫して
策定することが難しく、局所的な学習体験になることを改めて発見
することができた。 
現在、文部科学省で行われている検討は、小学校と中学校、

高校、大学に分けて検討されており、義務教育から高等教育まで
のクリティカルパスが設けられていない。その結果、教育カリキュラムの
検討では専門家がゴールを共有できていない。初等中等教育にお
けるプログラミング教育義務化の実現のためには、情報処理学会を
含めた国内の研究機関と民間企業、文部科学省や都道府県市
町村などの教育委員会関係者などと連携する必要があるが、民間
人材も情報システムの専門家としてより積極的な社会貢献としての
教育への関りを進めてゆかなければならないと思う。今後の研究とし
て、各関係者が、共通の目標であるプログラミング教育の義務教育
としてどのようなゴールを目指すべきかの活発な取り組みがなされると
思うが、CITP としてワーキング活動を通じ、社会貢献を積み重ねて
ゆきたいと考えている。 
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